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地域経済活性化の事例から考えるこれからの地域経営 1 
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【要 旨】 
 

人口減少と少子高齢化は日本の小規模自治体の多くが直面する課題である。

しかし課題解決に向けた取り組みは自治体により異なる。本稿は福島県三春町

の取り組みを事例として取り上げる。三春町では「アウトドア環境」という地

域資源を活かしたアウトドア・アクティビティ拠点施設の整備を進めている。

これにより三春町でのアウトドア・アクティビティを一層充実させ、地域経済

の活性化のひとつとして、観光まちづくり事業が進められている。筆者らは三

春町の協力を得て同事業による経済波及効果を産業連関モデルにより推計した。

同事業が地域経済の活性化につながるためには、行政機関と地域経営に関わる

多様な主体間の連携が必要である。三春町では、既に事業の推進に向けた地域

の多様な主体間が連携する場・機能が存在しており、町内外の事業推進に資す

る情報等について、関係する主体間で意見交換と合意形成を行う体制ができて

いる。本稿では、このような観点から地域経営のあるべき姿について考察を行

う。 
 
 
 

 
1 本稿の作成に当たり三春町のご協力を頂いた。また京都大学名誉教授の岡田憲夫先生からは有

益なコメントを頂いた。ここに謝意を示す。但し、あり得べき誤りは筆者個人に属する。本稿で

示されている見解は、三春町および応用地質株式会社の公式見解を示すものではない。 



 
 

1.  はじめに 
本稿では福島県三春町を対象に、これからの地域経営のあり方を考察する。  
三春町は国内の多くの小規模自治体と同様に、人口減少と少子高齢化の課題に直面

している。人口減少と少子高齢化は地域経済や地域活力を停滞・縮小させるという危

機感のもと、三春町では持続可能なまちづくりを目指し様々な施策を展開している。

その中でも、豊かな自然が生みだす「アウトドア環境」という地域資源を活用した地

域経済の活性化を目指す動きがある。町内に開業予定のアウトドア・アクティビティ

（以下、「OA」と略す）拠点施設は、地域資源をより有効に活用するためのベースとし

て、数多くの観光客を呼び込み、地域経済活性化のきっかけとなることが期待されて

いる。しかし、地域経済活性化に向けて懸念される課題もあり、そうした課題を解決

するためには行政機関だけでなく地域の多様な主体間の連携が必要となる。すなわち、

地域の多様な主体間で課題を共有し、その課題解決に向けた知恵の結集と相互協力に

よる地域経営が求められている。三春町には、「アウトドア環境」の創出による地域経

済活性化を目指した地域の多様な主体間連携の枠組みが存在しており、その一層の活

用が求められている。これからの地域経営の実践が三春町に見られる。  

 
 

2.  対象地域の概要 
(1)  三春町の地理・人口・産業構造 

三春町は福島県のほぼ中央に位置し、郡山市に隣接する人口 17,176 人（令和 4 年

1 月）、面積 72.76 平方キロメートル（令和 4 年 1 月）の町であり、町のほとんどが

標高 300m から 500m の丘陵地となっている（図 1）。  

 
図 1 三春町の位置  

 
三春町の令和 3 年度の実質町内総生産は 57,963 百万円である 1)。産業別で見ると、

第 1 次産業が 688 百万円、第 2 次産業が 22,156 百万円、第 3 次産業が 34,527 百万
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円である。令和 2 年度の就業者数は 8,720 人となっており、第 1 次産業の就業者数

が 557 人、第 2 次産業の就業者数が 2,605 人、第 3 次産業の従業者数が 5,008 人で

ある 2)。三春町の第 1 次産業は農業が中心であり、第 2 次産業は機械産業と建設業、

第 3 次産業では小売業、医療や福祉を含む保健衛生・社会事業等が主たる業種とな

っている。  

 

(2)  地域資源としての「アウトドア環境」 
三春町は桜の名所として有名である。特に日本三大桜の 1 つであり、国の天然記

念物でもある「三春滝桜」は重要な観光資源になっている。また三春滝桜の近くに

は、三春ダムによって形成されたさくら湖がある。さくら湖周辺では、アウトド

ア・スポーツや散策、自然観察等の場として町内外の人々に親しまれ、利用されて

いる。これらは地域が有する有形・無形の資源であり、さくら湖周辺の「アウトド

ア環境」そのものを地域資源と位置付けることができる。  

平成 21 年度の三春町の観光入込客数が約 71 万人であり、このうち三春滝桜を目

的とした観光入込客数は約 34 万人であった。したがって、三春町の観光入込客数の

約半数が三春滝桜の観光客であったことが分かる。図 2 は三春町全体と三春滝桜の

観光入込客数の推移である 3)。福島第一原子力発電所の事故と新型コロナウイルス

感染症の影響によって、三春町の観光入込客数は大きく減少している。このため、

三春町は観光客数の減少に危機感を抱いているが、新型コロナウイルス感染症の流

行から落ち着きを取り戻した現在、アウトドア環境という地域資源をいかに活用す

るかが町の重要な課題となっている。  

 

 

図 2 三春町と三春滝桜の観光入込客数  
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(3)  地域の課題 
三春町が直面する最大の課題は人口減少と少子高齢化である。平成 7 年(1995 年)

に 20,124 人であった人口は、令和 5 年（2024 年）に 16,489 人まで減少している。

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、2050 年の三春町の総人口

は 10,419 人にまで減少すると予測されており 4)、令和 5 年時点から約 36%の人口減

少となる。  

人口減少および少子高齢化（生産年齢人口の減少）は、地域の所得の減少につな

がる。このことは地域の消費や地域内への投資の減少につながり、地域経済を停

滞・縮小させることが懸念される。経済活動に限らず、様々な地域活動の担い手の

数が減少すれば地域のにぎわい、活力が低下していくことも懸念される。財政の観

点からは地域経済の停滞・縮小により税収が減り、高齢化による医療・福祉への支

出が増えるであろう。同様の課題は日本の多くの小規模自治体が直面している課題

である。人口および生産年齢人口の減少が予想される状況下において、持続可能な

町づくりのための地域経営が各地で求められている。  

 

図 3 三春町の人口推移と将来推計人口  

 

(4)  地域資源を活用した OA 拠点施設の整備 
三春町はさくら湖周辺の自然環境に由来するアウトドア環境という地域資源に恵

まれている。三春町ではこれまでに、湖畔に広がる自然を楽しむ「さくら湖マラソ

ン」や「みずウォーク」、「三春の郷エイド＆サイクリング」、「カヌー体験教室」と

いったイベントを開催し、観光客を呼び込んできた。さくら湖周辺には「三春の里

田園生活館」と呼ばれる施設があり、地域の特産品や農産物の販売、飲食サービス、

コテージでの宿泊サービスの提供を行っている。その一方で三春町は、近年の観光

行動の変化を先取りした新しい観光スタイルへの対応も進めている。つまり観光へ
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う」といった訪問型・通過型から、「少人数・個室で 1 つの所に滞在し、地域ならで

はのことを体験する」といった滞在型・体験型に変化していることを踏まえ、三春

町の観光のスタイルも訪問型・通過型から滞在型・体験型に変えようとしている。  

観光スタイルを変えていく動きの中で重要なことは、2022 年に三春町と株式会社

モンベルが包括連携協定を締結したことがある。さくら湖周辺のアウトドア環境を

活用し、OA の更なる創出、活性化に向けて、町はモンベルとの連携を通してアウ

トドア環境の価値向上に取り組んでいる。  

そして、三春町は国の地域再生制度を活用し、さくら湖周辺で OA 拠点施設の整

備を進めている。地域再生制度とは、地域経済の活性化、地域における雇用機会の

創出、その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域が行う

自主的かつ自立的な取組を国が支援するものである。整備を進めている OA 拠点施

設には、さくら湖でのカヤックや湖畔のユニット・キャンプ場といった OA を滞在

して楽しむことができる施設が含まれている。また、モンベルのアウトドア用品直

営店の出店も予定されており、OA を趣味とする多くの観光客の訪問が期待されて

いる。  

 

3.  経済波及効果の推計 
(1)  シナリオ設定 

筆者らは三春町の協力のもと、OA 拠点施設の開業に伴う経済波及効果を産業連

関モデルにより推計した。なお、産業連関表は株式会社価値総合研究所が推計した

2018 年版福島県三春町の地域産業連関表を利用している 5)。  

経済波及効果の推計にあたり、開業に伴う最終需要の増加額をまず推計する必要

がある。この推計のために観光客数や観光客の購買パターンに関する行動シナリオ

が必要となる。行動シナリオについては、第一段階として三春町職員、福島大学の

学生と教員の協力を得て、当該 OA 拠点施設の利用者像や消費行動等を自由に議論

してもらい典型的な顧客像を設定した。いわゆるペルソナ設定である。ペルソナの

設定では、三春町の印象や、カヤックやキャンプといった OA、若者のモンベルブ

ランドへの関心が議論され、これらをもとに行動シナリオの基礎を構築した。その

後、三春町職員の意見を参考にしながら、行動シナリオの詳細を設定した。本稿で

は行動シナリオの詳細は割愛するが、主たるものはモンベル直営店の来客者やカヤ

ック、キャンプ等の OA 施設の利用者による町内の飲食店利用頻度と 1 人当たり利

用額、町内でのお土産購入額等である。  
 

(2)  産業連関分析の結果 
まず直接効果について説明する。産業連関分析において直接効果とは、拠点施設

の開業による直接的な需要増によって増加する町内の生産額である。直接効果の推

計に際しては、観光客の行動シナリオから購入する商品の自給率を独自に設定して

いる。その結果、直接効果は年間 1 億 2,660 万円と推計された。  
続いて 1 次波及効果について説明する。直接効果による生産増加に伴い、幾重に

も派生的な需要が生じることで生産額が増加する。例えば、来客者が町内の飲食店
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を利用することで、食材に対する需要が派生的に生じ、食材の生産額を引き上げる。

但し、三春町の食材の生産額だけが増えるとは限らず、飲食店が三春町以外から食

材を仕入れている場合には需要は町外へ向かい、町外で食材の生産が増える。今回

の経済波及効果の推計は三春町のみを対象としており、町外の生産増加は考慮して

いない。一般に対象となるエリアが狭い程、経済波及効果は限定的となることに注

意が必要である。推計の結果、1 次波及効果は年間 2,318 万円となった。  

最後に 2 次波及効果について説明する。2 次波及効果は、直接効果と 1 次波及効果

によって増加する町民所得が消費へまわり、さらに町内の生産額を増加させる効果

である。例えば飲食店の売り上げ増加の背後で、従業員の労働時間の増加による所

得増加があったとしよう。あるいは従業員を町内で追加的に雇用するということで

も良い。こうして増えた町内所得の一部が町内産の商品・サービスの購入に充てら

れることで町内の生産額が増える。この様な 2 次波及効果を産業連関モデルで推計

すると年間 3,942 万円となった。  

以上の直接効果、1 次波及効果、2 次波及効果を合計した金額を経済波及効果と産

業連関分析では呼ぶ。経済波及効果は年間 1 億 8,920 万円と推計された。直接効果

に対して 1 次波及効果、2 次波及効果が小さくなるのは、需要の多くが町外へ向か

うためである。  

なお、今回の試算は開業後 1 年間に限ったものである。同様のシナリオが開業後

数年に渡り続けば経済波及効果もその分だけ生じることとなる。  

 

4.  経済波及効果の最大化に向けて 
三春町で開業が予定される OA 拠点施設は、町の中心部から距離がある。経済波及効

果が生じる主要因の 1 つに、観光客が町の中心部の飲食店を利用することと店舗でお土

産を購入することがある。しかし OA 拠点施設に訪れた観光客が町の中心部に寄り消費

をするには解決すべき課題が存在する。１つは OA 拠点施設から町の中心部への移動手

段についてである。現状、公共交通が充実していない、中心部の駐車場が多くないと

いった課題がある。このため、観光客の移動支援として、拠点間で公共のシャトルバ

スを往来させることで人の流れを作るといった施策が現実的であり、上記の課題をあ

る程度解決する可能性が高いと思われる。また、観光客に町の中心部に来てもらうに

は町の中心部のアピールが重要である。これについては施策が展開される予定である。

それは町内の店舗情報を掲載した「まちナビカード」である。町内の飲食店等の情報

がカードに掲載されており、OA 拠点施設周辺を含む町内数カ所に設置される予定であ

る。「まちナビカード」をもって店舗に行くと、店舗の側で定めるサービスを受けるこ

とができる。観光客にとっては町内の観光ガイドブックとなっており、店舗側からす

ると広報になっている。 

三春町の中心部をアピールし、さくら湖周辺を訪れた観光客を中心部に呼び込み、

観光をしてもらい、三春町の飲食店やお土産屋を利用してもらう。この様な周遊型観

光が実現することで、推計された経済波及効果を達成、あるいは超える可能性が期待

できる。  
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5.  これからの地域経営のあり方 
(1)  地域経営の観点 

ここで地域経営のあるべき姿について改めて考察したい。地域経営のあり方と事

業の成否は密接に関係すると考えるからである。まず、地域経営の定義と目的を則

藤 6)に従い以下の通りとする。すなわち地域経営とは「地域を構成する多様な主体

（地方自治体（行政・議会）、企業や自営業者、諸団体、住民や住民組織）が手を取

り合い、互いの技術やノウハウを持ち寄り、ともに学習を重ね、地域が有する有

形・無形の資源（人的、金銭的、物的、社会的）を活用しながら、地域の抱える諸

課題（地域産業・雇用、介護・保育、教育・人材育成、自然・人的災害）の解決に

向けて継続・発展的に取り組むこと」である。地域は企業とは異なるため経営の目

的が異なる。地域経営の目的は地域の持続的発展にある。地域の持続的発展とは、

地域課題の解決と地域活性化の 2 つから成る。 

地域の課題を解決し、活性化を遂げるための手法は全国一律ではありえない。課

題は人口減少や少子高齢化といった比較的類似のものかもしれないが、それを解決

する地域資源が極めて地域特有であり、地域資源を利活用するにも行政機関だけで

はない多様な主体間の連携が必要である。それゆえに地域の課題解決には地域経営

のあり方が重要と考える。  

 

(2)  アウトドア環境の維持・活用に向けた話し合いの場 
アウトドア環境を活用した地域経済活性化を目指す三春町には、事業を成功させ

る上で欠かせない組織がある。それが「アウトドア環境を活かした地域活性化推進

会議」である。同会議は令和 4 年 8 月 22 日に立ち上げられた。参加主体は、三春

町、三春町区長会、中妻まちづくり協会、中郷まちづくり協会、三春町商工会、み

はる観光協会、さくら湖流域協働ネットワーク、応用地質株式会社生態工学研究所、

株式会社三春まちづくり公社、国土交通省東北地方整備局三春ダム管理所、福島県

県中地方振興局企画商工部、福島県県中建設事務所三春土木事務所である。会長は

三春町の町長が務める。会議は、広く住民の意見を聞くこと、観光を含めた地域経

済の活性化に向けて意見を聞き、連携を図ること、既にさくら湖周辺で活動する団

体等と意見交換を行い連携すること、関連する行政機関と連携することを目的とし

ており、そのために様々な組織が参加する形となっている。  

「アウトドア環境を活かした地域活性化推進会議」の規約には「本会議は、三春

町が進める三春ダム周辺での取組みも含めて、既に地域の活性化のために様々な取

組みを進めている関係機関・団体等において、アウトドアの観点から、さらなる地

域の活性化に向けた連携体制の構築や情報共有等を図ることを目的とする」とある。 

同会議では OA 拠点施設に関する情報共有をはじめとして、懸念される課題につ

いて議論がなされている。OA 拠点施設がさくら湖の自然環境にもたらす影響や周

辺の交通渋滞の問題、町の中心部へ観光客を誘導する方法や駐車場不足の問題につ

いてもこれまで議論されている。問題提起がなされることで解決すべき課題が関係

主体間で共有される。国や県も含む多様な主体から構成されているため、課題解決

の糸口を探る上でも同会議が重要な役割を果たすであろう。  
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三春町は事業の成功に資するアイディアを町内外から積極的に募っている。アイ

ディアの収集については地域で閉じておらず、アイディアの多様性を重視する。そ

の上で関係主体が地域の課題を「我がこと」として捉えられるスタイルが重要と考

える。  

 

(3)  「場」の活用がもたらすもの 
「アウトドア環境を活かした地域活性化推進会議」を紹介したが、こうした組織

あるいは「場」の積極的な活用が望まれる。OA 拠点施設の経済波及効果も同会議

で開示されたところである。産業連関分析は推計結果からその前提となる行動シナ

リオまで定量的に示されるため、それらの妥当性について客観的に議論できるとい

う利点がある。しかし、行動シナリオや推計モデルに含まれる不確定要因について

は、関係主体間で見解の相違が起こる事もある。経済波及効果の行動シナリオが参

加主体で十分に共有され、その実現を目指すために協働する上で、関係者間による

十分な議論が求められるであろう。リスクコミュニケーションの分野でも議論され

ているが、経済効果や環境影響等のシナリオについて、主体間で大きな違いがある

と主体間の連携が難しくなる。その様な状態では各主体が課題に対して協力し対処

することが困難となる。経済波及効果の事後検証も有益である。事後検証により当

初のシナリオと異なる部分も見えてくる。課題があれば関係主体間で共有し、その

解決を目指す適応的なアプローチが現実的である。  

上記の様な議論の場は地域経営の主体である行政、住民、企業の学習の場であり、

将来の地域経営を担う人材育成の場ともなる。  
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6.  まとめ 
本稿では福島県三春町を事例として、これからの地域経営のあり方について考察し

た。同町は全国の他の小規模自治体と同様に、人口減少と少子高齢化の課題に直面し

ており、持続可能なまちづくりを目指している。その 1 つの取組が、「アウトドア環境」

という地域資源を活かした OA 拠点施設の整備である。同拠点施設の開業により少なく

ない経済波及効果が町にもたらされることが産業連関分析で推計されている。しかし、

経済波及効果の実現あるいは最大化には課題もある。特に観光客を町の中心部といっ

たさくら湖以外の地域へ誘導し、町全体を潤すための施策作りが大きな課題であろう。

このような課題を解決していくには、町の様々な活動を担う主体の理解と協力が必要

である。既に三春町には「アウトドア環境を活かした地域活性化推進会議」という多

様な主体が議論する場が存在し、課題の洗い出しや解決方法の議論を行っている。ア

イディアは地域内外から募っており、必ずしも地域で閉ざされていない。  

今後も一層の議論と課題解決に向けた施策作りが期待される。その様な方法はこれ

からの地域経営の手法として、三春町の直面する他の課題でも有効であろうし、これ

からの地域経営を担う人材育成の場ともなるであろう。三春町の試みから学ぶ事は多

い。  
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